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日

皆
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世
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ぐ
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大
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平
成
26
年
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健
康
保
険
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合
全
国
大
会

平成26年度 健康保険組合全国大会

皆保険を次世代へつなぐ改革実現総決起大会
　

平
成
26
年
11
月
26
日
、
東
京
・
丸
の
内

の
東
京
国
際
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
て
「
平
成
26

年
度 

健
康
保
険
組
合
全
国
大
会
」
が
開

催
さ
れ
ま
し
た
。
全
国
の
健
康
保
険
組
合

か
ら
約
４
、０
０
０
人
が
集
結
し
、「
皆
保

険
を
次
世
代
へ
つ
な
ぐ
改
革
実
現
総
決
起

大
会
」
を
副
呼
称
に
下
記
決
議
を
採
択
し

ま
し
た
。

決　

議

決　

議

　

毎
年
１
兆
円
規
模
で
増
大
す
る
国
民
医
療
費
を
現
在
の
仕
組
み
の
ま
ま
で
支
え
て
い
く
こ

と
は
困
難
で
あ
り
、
世
界
に
冠
た
る
国
民
皆
保
険
制
度
は
い
ま
、
危
機
的
な
状
況
に
陥
っ
て

い
る
。
特
に
、
国
民
医
療
費
の
６
割
を
占
め
る
高
齢
者
医
療
費
へ
の
現
役
世
代
の
負
担
は
既

に
限
界
に
達
し
て
お
り
、
平
成
27
年
度
に
は
団
塊
の
世
代
全
員
が
前
期
高
齢
者
と
な
り
生
産

年
齢
人
口
も
減
少
す
る
た
め
、
皆
保
険
制
度
を
支
え
る
現
役
世
代
の
負
担
は
さ
ら
に
増
え
る

こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。

　

高
齢
者
医
療
費
を
現
役
世
代
が
支
援
し
て
い
く
こ
と
は
当
然
必
要
な
こ
と
だ
が
、
拠
出
金

と
い
う
形
で
現
役
世
代
の
保
険
料
に
過
度
に
依
存
す
る
現
行
の
仕
組
み
で
は
、
早
晩
行
き
詰

ま
る
こ
と
は
確
実
で
あ
る
。
現
役
世
代
と
そ
の
家
族
３
、０
０
０
万
人
が
加
入
す
る
健
康
保
険

組
合
は
、
７
年
連
続
の
赤
字
と
い
う
極
め
て
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
で
、
年
間
３
兆
円
を
超

え
る
規
模
で
高
齢
者
医
療
費
の
支
援
を
行
っ
て
き
た
。
平
成
20
年
度
以
降
の
拠
出
金
総
額
は

20
兆
７
、０
０
０
億
円
に
も
及
び
、
こ
の
う
え
さ
ら
に
負
担
が
増
加
す
れ
ば
、
企
業
と
従
業
員

の
保
険
料
だ
け
で
皆
保
険
制
度
を
支
え
て
き
た
健
康
保
険
組
合
の
存
続
さ
え
危
う
い
状
態
で

あ
る
。

　

将
来
に
わ
た
り
皆
保
険
制
度
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
、
今
後
予
定
さ
れ
る
消
費
税
率

10
％
へ
の
引
き
上
げ
時
に
、
高
齢
者
医
療
制
度
、
特
に
公
費
の
投
入
が
な
い
前
期
高
齢
者
医

療
へ
適
切
に
公
費
を
投
入
し
、
現
役
世
代
の
過
重
な
負
担
の
軽
減
を
図
る
と
と
も
に
、
現
行

の
前
期
高
齢
者
に
か
か
る
財
政
調
整
の
不
合
理
な
仕
組
み
の
是
正
等
を
含
む
高
齢
者
医
療
費

の
負
担
構
造
改
革
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。
今
般
、
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
は
延
期
さ
れ
る
方

針
と
な
っ
た
が
、
も
は
や
保
険
者
の
財
政
は
待
っ
た
な
し
の
状
況
で
あ
り
、
適
切
な
公
費
投

入
に
よ
る
財
政
支
援
、
ま
た
不
合
理
な
制
度
の
是
正
、
改
正
等
に
よ
っ
て
、
引
き
上
げ
ま
で

の
間
も
現
役
世
代
の
負
担
の
軽
減
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。
あ
わ
せ
て
、
増
え
続
け
る
医
療
費

に
対
し
て
重
点
化
・
効
率
化
を
行
う
な
ど
、
国
を
挙
げ
て
の
実
効
性
あ
る
医
療
費
適
正
化
対

策
を
更
に
推
進
す
べ
き
で
あ
る
。

　

全
国
３
、０
０
０
万
人
の
健
康
を
守
り
支
え
る
健
康
保
険
組
合
は
、
こ
れ
か
ら
も
皆
保
険
制

度
の
維
持
・
発
展
に
向
け
使
命
感
を
持
ち
、
保
険
者
機
能
を
十
分
に
発
揮
し
て
、
デ
ー
タ
ヘ

ル
ス
へ
の
取
り
組
み
な
ど
医
療
費
適
正
化
の
推
進
に
取
り
組
む
所
存
で
あ
る
。
国
民
の
安
心

確
保
に
向
け
、
皆
保
険
制
度
を
守
り
、
次
世
代
へ
つ
な
ぐ
た
め
に
、
次
の
事
項
の
実
現
を
期
し
、

組
織
の
総
意
を
も
っ
て
こ
こ
に
決
議
す
る
。

一
、
前
期
高
齢
者
医
療
へ
の
公
費
投
入
の
実
現

一
、
高
齢
者
医
療
費
の
負
担
構
造
改
革
と
持
続
可
能
な
制
度
の
構
築

前
期
高
齢
者
医
療
へ
の
公
費
投
入

の
実
現

　

団
塊
の
世
代
が
前
期
高
齢
者
（
65
〜

74
歳
）
へ
移
行
し
た
こ
と
に
伴
い
、
現

役
世
代
か
ら
の
拠
出
金
負
担
は
急
増

し
て
い
る
。
現
役
世
代
の
過
重
な
負

担
の
解
消
に
向
け
、
消
費
税
の
税
率

引
き
上
げ
分
の
財
源
を
活
用
し
、
前

期
高
齢
者
医
療
へ
の
公
費
投
入
を
図

る
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
消
費
税
率

引
き
上
げ
ま
で
の
間
も
、
適
切
な
公

費
投
入
に
よ
る
財
政
支
援
、
現
行
制

度
の
改
正
等
に
よ
っ
て
、
現
役
世
代

の
負
担
の
軽
減
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

高
齢
者
医
療
費
の
負
担
構
造
改
革

と
持
続
可
能
な
制
度
の
構
築

　

国
民
医
療
費
全
体
の
６
割
を
占
め

る
高
齢
者
医
療
費
を
国
民
全
体
で
ど

の
よ
う
に
負
担
し
て
い
く
か
が
、
皆

保
険
制
度
を
維
持
す
る
た
め
の
最
優

先
課
題
で
あ
る
。
現
役
世
代
と
高
齢

者
の
負
担
の
公
平
性
を
確
保
す
る
た

め
、
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
公
費
の

拡
充
に
加
え
て
前
期
高
齢
者
に
か
か

る
財
政
調
整
に
お
け
る
不
合
理
な
負

担
方
式
の
是
正
等
、
現
行
の
負
担
構

造
を
見
直
す
と
と
も
に
、
実
効
性
の

あ
る
医
療
費
適
正
化
対
策
を
更
に
推

進
し
て
、
持
続
可
能
な
制
度
の
構
築

を
図
る
べ
き
で
あ
る
。
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始動始動！！
データヘルス計画データヘルス計画

す
べ
て
の
健
保
組
合
は
、
平
成
26
年
度
中
に
「
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
」
を
作
成
し
て
公
表
し
、
27
年
度
か
ら
実
施
し
ま
す
。

今
回
は
、
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
に
つ
い
て
Ｑ
＆
Ａ
方
式
で
ご
説
明
し
ま
す
。

平
成
27
年
度
か
ら

「
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
」が
始
ま
り
ま
す

「データヘルス計画」とは？

健康寿命を延ばすって、どういうこと？

A1　データヘルス計画は、国民の健康寿命を延ばすことを目標とする、国を挙
げての取り組みです。健保組合は、レセプト（診療報酬明細書）と健診結果
のデータを分析して、加入者の健康課題を明らかにし、課題に対応した効果
的な保健事業計画「データヘルス計画」を作成します。その計画に基づいて
事業を実施し、効果測定を行い、さらに事業を見直していきます。

A2発症リスクを抑えて「元気で長生き」をめざすことです
　健康寿命とは、健康上の問題で日常生活が制限されずに暮らせる年数のこ
と。平均寿命と健康寿命との差は、日常生活に制限がある「不健康な期間」
を意味します。現状では、男性は約 9年間、女性は約 12 年間にも及び、こ
の期間に多額の医療費や介護費がかかっています。
　そこで、現役世代のうちから予防や健康管理に取り組み、糖尿病などの生
活習慣病の発症リスクを抑えて健康寿命を延ばそうというのが、データヘル
ス計画です。多くの人が元気で長生きして、不健康な期間を短くできれば、
将来の医療費の伸びを抑えられると期待されています。

■平均寿命と健康寿命の差（平成25年）
60 65 70 75 80 85 90 歳

平均寿命 80.21歳

71.19歳

86.61歳

74.21歳

健康寿命

平均寿命

健康寿命

9.02年

12.40年

男
　
性

女
　
性

（厚生科学審議会資料より）

電子データ

電子データ健診結果
（生活習慣病リスクの情報）

レセプト
（医療費の情報） 健保組合

データ分析に
より、加入者
の健康課題を
明らかにする

「データヘルス計画」

データ分析に基づく
効果的な保健事業を
実施

Q

Q

1

2



始動！
データヘルス計画なぜ、今「データヘルス計画」が始まるの？

A3 ① 医療費の伸びを抑える必要に迫られていることと、
②「日本再興戦略」に盛り込まれたことが挙げられます

① 医療費の伸びとわが国の財政状況
　高齢化の進行に伴い、日本の国民医療費は年 1兆円
ペースで増加しています。医療費は、①患者負担、②
保険料、③公費、の３つの組み合わせで賄われていま
すが、③にあたる国の社会保障費（医療のほか年金・
介護等を含む）は増加を続け、平成 26年度の国の予
算では社会保障費が初めて 30兆円を超えて、歳出の
31.8％を占めました。国家予算は借金頼みで、将来世代

に重い負担を残しています。
　国では、財政を健全化するために「社会保障と税の
一体改革」を進行中です。消費税を段階的に引き上げ、
増税分はすべて社会保障の財源とすることが決まって
います。それでも財政の黒字化は困難であり、医療や
年金など社会保障費の伸びを抑える必要に迫られてい
ます。

②  日本再興戦略に「データヘルス計画」が盛り込まれています
　安倍内閣は、「日本再興戦略」を閣議決
定し、デフレ脱却をめざす経済政策を推し
進めています。この「日本再興戦略」の「戦
略市場創造プラン」の中に、国民の健康寿
命の延伸をめざす取り組みとして、データ
ヘルス計画が含まれています。
　ICTを活用した予防・健康管理を促し、
健康産業の活性化を図るとともに健康長寿
社会の実現をめざすというもので、すべて
の健保組合に取り組みを求めています。

　データヘルス計画は、加入者の健康課題に応じて作成するため、計画の中身は健保組合
ごとに異なります。当健保組合では、データヘルス計画の取り組みによってみなさんの健
康度向上を図り、将来の医療費の伸びを抑え、ひいては保険料の上昇を抑えたいと考えて
います。平成26年度中に当健保組合のデータヘルス計画を公表し、27年度から実施し
ますので、みなさんのご理解とご協力をお願いします。

Q 3

◎平成26年度の国（一般会計）の予算
（兆円）

社会保障費
30.5

歳出 95.9 歳入 95.9

税収等
54.6

公債金収入
（新たな借金）
41.3国債費

（借金の返済）
23.3

地方交付税等 16.1

公共事業 6.0
文教・科学技術 5.4
防衛 4.9
その他 9.7

（財務省資料より）

40.1

14.2

◎国民医療費の推移と将来見通し（兆円）

（厚生労働省資料より）

平成37年度
（見通し）

平成27年度
（見通し）

平成25年度
（実績見込み）

平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度

34.8

11.4

36.0

12.0

37.4

12.7

38.6

13.3

39.2

13.7

45.7

16.9

61.8

28.0

国民医療費 

後期高齢者医療費 

② クリーン・経済的なエネルギー需給の実現
③ 安全・便利で経済的な次世代インフラの構築
④ 世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
　 実現

日本再興戦略

②

興戦略

決
し
戦
寿
タ 日本再

戦略市場
創造プラン

日本産業
再興プラン

国際展開戦略

データヘルス計画が含まれています

① 国民の「健康寿命」の延伸










